
第２期徳島市まち・ひと・しごと創生総合戦略 概要 計画期間：令和２年度～令和６年度

①「誰もが希望を持ち、安心して
働くことができるまち」の実現

【数値目標】
第２期総合戦略による就業者増加数
1,000人以上（Ｒ２年度～Ｒ６年度累計）

・合計特殊出生率の上昇
・大都市圏への人口流出の抑制

⇒人口減少を抑制

・人口減少に対応できる持続可能な
まちの実現

⇒活力ある社会を維持

③「徳島市の強みを生かした、
にぎわいと活気のあるまち」の
実現

【数値目標】
転入超過数 150人以上(Ｒ２年～Ｒ６年平均)

宿泊者数 400万人以上(Ｒ２年～Ｒ６年累計)

④「誰もが活躍でき安心して
暮らせる、持続可能で安全な
まち」の実現

【数値目標】
徳島市に住み続けたいと思う市民の
割合 90％以上（Ｒ６年度)

②「市民の子育ての希望をかなえ､
未来を担う次世代を育むまち」の
実現

【数値目標】
出生数 2,200人以上（Ｒ６年）

基本目標 施策方針と施策

施策方針：地域産業の競争力強化

成長が期待できる産業への支援策の充実などによる成長産業の創出、域外展開に向けた企業等への支援などに
よる域外市場の開拓、本市のまちのイメージと連動した産業情報の発信などによるブランド化の推進

施策方針：自立した地域経済づくり

域内産業・企業間の繋がりや連携の強化などによる域内経済循環の促進、創業に必要なノウハウ・経費等の支援など
による起業･創業の促進、安全・安心な生鮮食料品等の安定的供給に向けたＰＲ活動などによる流通機能の充実

施策方針：安定的な経済基盤づくり

中小企業等の人材の確保・育成等への支援などによる中小企業等の経営基盤強化、勤労観・職業観の醸成などに
よる次世代を担う人材育成、固定資産税等の課税免除などによる企業誘致の促進

施策方針：子ども・子育て支援の推進

子どもの医療費助成等の経済的支援の充実などによる経済的負担の軽減、きめ細かな情報の提供や支援を行う体
制の構築などによる切れ目のない支援、教育・保育施設の整備などによる教育・保育環境の充実

施策方針：地域における子育てサポート

子育てサポート体制の充実などの相談支援等の充実、保護者・子ども同士の交流の場の提供などの地域における
子育ての拠点づくり、子どもが社会で安心して暮らせる環境づくりなどの子どもや子育てにやさしいまちづくり

施策方針：子育てと仕事や社会活動の両立支援

仕事と生活の調和に向けた労働環境改善の支援などによる働き方改革の推進、働きやすい環境の整備や就業支援
などによる女性・若者等の就業促進

施策方針：都市ブランドの創出

市民が本市の特性や魅力に気づき、知るための取組などによる「とくしま」への愛着・誇りの醸成、本市の特徴を
生かした取組の推進による「とくしま」ならではの魅力向上、統一的・戦略的な情報発信などによる都市の魅力発信

施策方針：移住・定住促進

本市が有する様々な魅力の明確化を図るなどによる定住の場としての魅力の明確化と情報発信、ワンストップでの
移住相談などによる移住相談等の充実、国の制度を活用した移住支援金の支給などによる移住・定住に向けた支援

施策方針：交流の促進

様々な地域資源の観光資源としての発掘などの地域資源の発掘・磨き上げ・活用、観光等の情報提供や受入環境
の整備などのＰＲ活動の強化と誘客等の促進、都市機能の集積に向けた方策の推進などのまちのにぎわい創出

施策方針：個性豊かな活力あるまちづくり

広域連携等による都市の活性化・求心力の向上、集約型都市構造の構築などの特性を生かしたコンパクトで魅力
的な都市の形成、未来技術の利活用を促進する先進技術の活用、大学等との連携推進など官民連携したまちづくり

施策方針：持続可能な地域づくり

地域包括ケアシステムの構築に向けた取組などの高齢化社会への対応、地域と行政が連携した持続可能な地域づ
くりに向けた取組などの地域自治・協働の推進、環境保全活動の総合的な取組などの自然環境・生活環境の保全

施策方針：市民の「安全・安心」をまもるまちづくり

社会インフラ等の計画的な維持管理などによる持続可能で強靭な社会基盤の構築、防火・防災訓練などによる地
域防災力の強化、公共に期待される政策医療の提供などによる命を守る医療環境等の充実

施策方針：誰もが活躍できる社会づくり

誰もが生きがいを感じることができる地域社会の実現に向けて取り組む共生社会の構築、様々な市民活動や教
育活動等の支援などによる市民がいきいきと輝くまちづくり
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人口ビジョン

［人口の現状］
・本市の人口（国勢調査）は１９９５年をピーク
に減少が続く

・国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、
２０４５年に約２０万５千人に減少

［本市の課題］
・若者の大都市圏への人口流出
・出生率の低迷
・生産年齢人口の減少等

［本市の将来展望］

［目指すべき将来の方向（平成２７年１２月設定）］

⇒２０６０年に２４万人超の人口維持

将来展望
・合計特殊出生率が上昇し、2030年に2.07を実現
・2025年までに県外への人口流出がゼロに縮小、

2030年以降、県外からの人口流入（500人/年程度）
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（第1期）H27~R1
（第2期）R2~R6

24万2千人

17万2千人

15万4千人

（人）

（年）


